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昭和 45年度を目標 

畜産振興実施計画の概要（その１） 

家畜頭数 2.2 倍、生産額を 3.3 倍に 

 

近年の農業生産は、それ自体の持つ後進的な性格

から伸び悩みをみせている。そしてそれ故に成長分

野としての畜産および果樹園芸部門には大きな期待

がかけられている。 

 県畜産課ではこの６月新しく岡山県畜産長期振興

実施計画を取りまとめ公表したが岡山県の畜産をこ

れから伸ばしていく上には、現在、将来ともにいろ

いろの問題点が見出され、隘路も予想されるがつぎ

に畜産計画の概要を紹介することとしたい。 

 

基本構想と概要 

 この振興計画では冒頭に計画策定の基本構想とし

て〝畜産行政の立場から農業近代化の方向について

検討を加え、県勢振興計画における畜産施策の強力

な推進〟を主旨とし、さらにこの計画によって〝農

業基本法あるいは県政振興計画による新農政の方向

を、さらに具体的に明らかにし、家畜改良増殖法に

基づく畜産振興の方向づけによってあらゆる施策の

実施体制を確立する〟ことの必要性を述べており、

生産性向上による農業従事者の所得の増大と生活水

準の格差是正を目標としている。 

 また今回の振興計画を新たに策定する背景となっ

た主な原因として、これまでの県政振興計画での畜

産計画には、ここ数年の激しい内外の経済情勢の動

き――農業基本法制定、農林省の農産物の需要と生

産の長期見通しの公表（37、５、11）、貿易の自由化、

農村労働力の流出等――によって、計画内容の改訂

の必要が生じたことがあげられるが、新計画にはこ

れらの点の改正とともに、資金面、推進機構の整備

強化、地域性などを盛り込んで、より総合化、具体

化されていることが特徴である。 

 まず最初に計画の大要をみると、振興計画の目標

としては、県政振興計画の趣旨に基づいて、適地適

産の方向で生産基盤を整備して畜産経営規模を拡大

すること。近代化経営農家群の集団化によって畜産

経済圏の形成につとめ、生産から流通にいたるまで

の一貫した全理化をはかることにしている。 

 計画は昭和 36 年度を基準年次とし、昭和 45 年度

を目標として、県政振興計画地域に従って別表のよ

うな県南、東部、西部、西北部、北部の５ブロック

に分け、地域の特性を生かして振興をはかることに

なっている。 

 県下の畜産物の生産は、生乳は現在（36 年）の５

万 9,400 トンを 46 年には 5.3 倍の 31 万 6,000 トン

に、鶏卵は３万 2,300 トンを 2.9 倍の９万 3,400 ト

ンに、食肉は 8,400 トンを 3.6 倍の３万 100 トンに

それぞれ伸ばす。 

 また家畜増殖計画では、乳牛は現在の２万 7,000

頭を４倍の 10万 9,000頭に、その他肉用牛（和牛繁

殖）は７万頭を 1.5倍の 10万 3,000頭に、豚は３万

5,000 頭を 2.3 倍の８万頭に、鶏は 337 万羽を 2.4

倍の 794万羽に増殖する。 

 この結果生産金額では、家畜、畜産物合わせて 36

年度の 125 億 2,700 万円が 3.3 倍の 414 億 4,000 万

円に高まると見込んでいる。 

 これらの生産拡大のための所要資金は概略累計

326億円を要し、うち 168億円を融資により、158 億

円を自己資金その他によるものとして見込んでいる。 

 

所得目標と経営内容 

 つぎに基本方針としての考え方として、まず昭和

45 年の農業専業者の１戸当り年間所得目標を 75 万

9,000円としている。これはさきに出された「岡山県

農林漁家就業改善対策」答申案によって 45年の県下

他産業従事者１人当り年間所得55万円の推定額に対

して、78％の所得を確保することとしているわけで

ある。 

 つぎに経営内容としては、耕種部門と有機的に結
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び付いた自立農家の育成に重点を置き、同時に農業

近代化の重要な方向として経営規模拡大のため生産

手段、流通過程での協業組織を促進させていくこと

にしている。 

 飼養規模を拡大して畜産による農業構造の改善を

はかるためにはまず省力的新技術の導入、家畜防疫

体制の整備生産物の処理、加工および販売機構の合

理化などとともに、家畜導入とその管理施設の近代

化のための必要な資金が円滑に供給されなければな

らない。さらにこれら多頭羽飼養のための畜舎構造、

飼料給与、生産物処理、家畜自体の生産能力の向上

などの一連の新技術の早急な確立が必要であるとし

ている。 

 またこれらの推進はいろいろの条件を考えて適地

に主産地形成をはかることとし、協業的な組織を伸

ばし、生産の専門化によって集出荷を合理化して、

体量の優れた銘柄品の計画的取引によってコストを

引き下げ収益の増大をはかる。 

 畜産農家の育成目標と、県下の畜産物の生産額は

別表５、６のとおりである。 
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